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自然災害と中国の水資源政策

王 景河＊

�．中国の水資源の現状と悪化理由

１．中国の水資源の現状

� 水不足と洪水・干ばつ災害の頻発

中国水利部の報告によると、２０１１年に公表さ

れた第６回人口調査のデータに基づいて計算す

れば、中国の一人当たりの水資源は２，１１９�、

世界平均水準の４分の１未満であり、全国６００

余りの都市のうち４００近くが水不足である。さ

らに、経済の発展と人口の増加に伴い、中国の

水使用量がいっそう増加する見込みであり、

２０３０年に水が油のように高くなる用水ピークが

やってくると予測される。水はすべての生命の

源である一方、人類に洪水・干ばつ災害をもた

らしている。中国の約１０％の土地は洪水の脅威

を受けており、特に河川の中流・下流にある平

原と沿海地域の洪水災害が頻発している。毎年

被災される耕地面積は２億ムー（１ムーは６．６７

アール）以上に上り、年平均経済損失が１，１００

億元余りに達している。洪水・干ばつ災害、地

下水の過度取水、生態用水の無断使用などの現

象により、中国毎年の水不足量は４００～５００億�

である。

� 水質汚染の加速化

水質汚染と破壊は猛スピードで加速化してい

る。中国の第１１次５カ年計画期間、毎年河川へ

直接に排出した廃水量は３５０億トンに達し、５０％

の水資源は汚染されたため飲用できなくなっ

た。全体の３分の２の河川が汚染され、７大水

系の中で、黄河、松花江、遼河三大流域の汚染

が際立つ。４大海域の中で、渤海、東海の汚染

が激化している。２０４河川の４０９ヶ所の国家取締

観測点のうち、�類～�類（�類：簡単な消毒

処理を終えて飲用できる水；�類：軽く汚染さ

れ通常の浄化処理をすれば飲用できる水；�

類：水泳に適する水）、�類～�類（�類：工

業用水に適合する水；�類：農業に使える水）

と劣�類（基本的に使えない水）に分類される

地点は順に、５９．９％、２３．７％と１６．４％である。

中国水系及び太湖、�池と巣湖において、大き

な淡水湖と都市湖はすべて中度汚染であり、た

くさんの都市地下水も多少なり汚染されてい

る。

２．中国の水資源悪化の主な原因

中国の水資源が次第に悪化してきた原因はた

くさんあるが、概ね次の４つである。�水資源

の生態環境の持続的な悪化、	水資源の大切さ

に対する認識の不足、
水資源に関する法的管

理の未成熟、�水資源の開発利用の無計画性。

�．自然災害環境下中国の水資源政策

自然災害は危機的な自然現象によって、人
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命、人間の社会的活動、経済及び環境に被害が

生じる現象をいう。その特徴としては、突発的、

衝撃的、破壊的、一時的と一部予測できないこ

とが挙げられる。自然災害は干ばつ、洪水、台

風、嵐、凍害、雹、津波、地震、火山噴火、が

け崩れ、土石流、林野火事、病虫害などがある。

中国は自然災害が最も多い国の一つである。中

国国家自然災害総合研究チームは自然災害を海

洋災害、洪水災害、地質災害、地震災害、農作

物災害、生物と林野火災の７種類に分類した。

災害はその発生原因によって、自然災害と人

災に分けることができるが、両者が影響し合う

関係である。現実に、たくさんの自然災害は人

為的な原因によるものであるため、自然災害環

境下中国の水資源に対する効率的な保全策を真

剣に取り組み、水資源利用の持続可能性を高

め、中国の経済と社会の発展を促進する必要が

ある。

１．第１２次５カ年計画期間の水資源政策

第１２次５カ年計画期間の水資源保全計画は３

重点、３体系と４目標に概略されることができ

る。

� 重点

汚染物排出総量の制限、環境の改善とリスク

の回避を重点とし、汚染改善をメインとする政

策から、汚染改善と予防を統合する政策に、汚

染物の削減から品質改善にシフトする。

� 体系

�流域ごとの分割予防・取締体系。現在、中

国は全国範囲内で、流域、取締観測地域、取締

観測地点という３段階水環境管理システムを構

築しており、汚染源⇔河川排出口⇔水利・水質

間の連動を実現させ、水の生態保全と水質汚染

の予防・改善の平行を重視している。�汚染源

から制限する排出総量の削減体系。初期的に、

全国を４００ヶ所の取締観測地点に分け、汚染源

から水利・水質までの効率的な分析を実現さ

せ、水生態の安全性を次第に高める。�点と面

を結合するリスク回避体系。うち、「点」は飲

用水源地の環境安全と省をまたがる水系の水質

改善に、「面」は突発的集団性汚染事故の予防

に現れる。

� 目標

�排出制限。現在規模の企業の排出は基準に

達しているが、安定性が不足している状態にあ

る。第１２次５カ年計画期間において、地域排出

総量の規程に基づいて管理を強めるとともに、

規模が３，０００～５，０００万トンの汚水処理場を建設

し続ける。�新規汚染物の予防。工業構造調整

に適応できる産業政策と、排出基準に適応する

環境参入制度を改訂し、強制と奨励の組み合わ

せたグリーン生産監査を実施する。�地域総合

管理。人工湿地、生態修復、区域的汚染源の切

断などを実施する。�水環境監査管理システム

を構築する。水質の監査管理と汚染源の観測・

取締とも一定的な基礎が築き上げられている

が、いかに両者を結合することが計画の要であ

る。

２．人間と自然が共存できる水資源政策の実施

現在、中国の深刻な水資源問題が再び注目さ

れるようになっている。水資源の節約・保護、

持続可能な利用の実現はとても大事でかつ長期

の課題であること、中国は洪水・干ばつ災害が

頻発、水資源が不足し、水生態が脆弱している

国であることを十分に認識する必要がある。

中華人民共和国設立後、水資源に対する開

発・利用・管理と同時に、水資源の節約と保護

も重視していて、社会主義現代化建設に適応す

る水資源の開発、利用、管理と保護システムを

形成しており、経済の発展と社会の進歩を効率
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的に促進してきている。しかしながら、人口の

増加と経済や社会の発展に伴い、水資源の不足

と経済や社会の発展との矛盾がますます深刻化

してきており、自然要素と人為要素からもたら

している水質汚染も日増しに深刻になってきて

いる。水質汚染は生態環境にダメージを与える

ほか、水資源の不足問題を深刻化させ、最終的

に中国の持続可能な発展の妨げになることも考

えられる。なお、特殊な地理位置、複雑な気候

条件などの自然的な要素は短期間に変えられな

いが、粗放な経済成長方式、不合理な人間活動

などの人為要素は変えることができる。

中国の経済や社会の発展において、人間と自

然の矛盾が存在しているため、人間と自然、人

間と社会の調和共存関係に大きな影響を与え

る。よって、人間と自然が共存できる水資源政

策が必要であり、人間と水資源環境の調和状態

―環境公正を達成させなければならない。すな

わち、環境資源の使用と保護において、すべて

の主体は平等で、同じ権力を持ち、同じ義務を

担い、環境に影響を及ぼす活動を行うとき、環

境に害することを防ぎ、環境を改善する責任を

持つ。いかなる主体の環境保全義務に反する行

為に対する効率的な指摘と処罰を行う。人類の

発展と水資源の環境保全との共存を実現するた

め、人類の生存原則と生態システムに有意義な

動態バランス原則に従うほか、「水資源を尊重

し、水資源を大切に、人類と水資源の調和的な

進化の実現」を行動目標にしなければならない。

３．中国水資源保全に関する制度の健全化

中国共産党第１７回全国代表大会は初めて生態

文明を報告書に盛り込んだ。生態文明の重要な

内容は自然資源に対する保護であり、そのうち

水資源の生態保護は極めて重要である。中国の

水資源保護に対する制度の整備は１９７０年代から

始まり、水資源保護に関する国家法律もたくさ

んある。例えば、『環境保護法』、『水法』、『水

汚染防止・管理法』、『洪水防止法』、『水汚染物

排出許可管理暫定弁法』、『汚水処理施設環境保

護監査管理法』と『飲用水源保護区汚染防止・

管理規程』などがある。さらに、各省・市が頒

布した法律法規もあり、例えば『 陽湖湿地保

護条例』などがある。

中国の環境保全に関する制度の整備が立ち遅

れている一方、水生態保護に関する行政管理体

制も不健全なため、水生態保護の制度が不完全

である。よって、古代中国と外国の生態保護に

関する経験・教訓を参考に、「科学発展観」を

水資源生態保護立法の理念とし、水資源生態保

護の制度を健全させ、法律に基づいて管理し、

限りある水資源を保護する目標を実現する必要

がある。立法に当たって、下記のように提案す

る。

� 『水法』を「上位法」とする水資源生態

保護の立法体系を確立させ、関連の単行法規を

完備させる。『水法』の法的地位を高めるため、

全国人民代表大会による『水法』の改訂と頒布

を提案する。水質汚染の予防・管理に関する制

度を『水法』に盛り込み、現行の『水法』にお

ける生態保護関連内容の欠如を補う。

� 立法の際は水資源生態平衡保護の重要な

役割を強調すべきである。水資源生態保護の立

法に際して、「以人為本」（人をもとにする）を

中心とし、全局的、協調的、持続可能な発展を

内容とし、科学発展観を指導として、社会や経

済の発展と環境保護の協調な発展を求める。『水

法』と『水汚染予防・管理法』の改訂に際して、

水資源に対する生態保護と中国の持続可能な発

展の強調を提案する。

� 効率的な水資源生態保護メカニズムを構

築し、法律法規の執行主体を統一させる。水資
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源はその他の自然資源と違い、再生可能な動態

的資源であるため、地表水と地下水は相互に転

換し、上流と下流、主流と支流が影響し合う。

『水法』の改訂に際して、「独立治水」の原則

に基づき、水質汚染監査管理を盛り込むほか、

法律法規の執行権を水務部門に与える。と同時

に、「国家は水資源に対して、流域管理と行政

区域管理が結合する管理体制を採用する」内容

の記載を提案する。

� 処罰の強度を強め、適宜な自由裁量権を

設ける。『水法』における法律責任内容の完備

を通して行政責任と刑事責任の追及範囲を拡大

する一方、自由裁量権を適宜に設ける必要があ

る。例えば、『水汚染予防・管理法実施細則』

の第四十条は、「水汚染予防・管理法第四十七

条の規程より、１０万元以下の罰金を処せられ

る」と定めている。法律は執行者に過度な自由

裁量権を与えるため、汚職と不公正が発生しう

るほか、法律の権威性への影響も考えられる。

上記条例は「水質汚染の程度、面積及び引き起

こす危害により相応的な罰金を処せられる」と

訂正した方がよい。

４．水資源保護と合理的利用の効率なメカニ

ズムの構築

国家の戦略的な利益より、システムプログラ

ムの条件に基づいて水資源保護と合理的な利用

の面において、たくさんの取り組みを実施して

きている。例えば、休牧還草、返耕還林を全面

的に実施し続け、湿地を構築して、水の涵養能

力と水土保全能力を向上すること；退田還湖、

ダム建設、河川浚渫を実施し、総合管理手段を

用いて水体保護と水量コントロールを通して、

供水の確保、火災の予防と災害の軽減を図るこ

とが挙げられる。しかしながら、実施に当たっ

て、まださまざまな課題が存在しており、水資

源保護の充実と合理的な利用などの効率的なメ

カニズムを通して解決する必要がある。

� 生態移住補償と定住支援の長期的な政策

を健全させる。休牧還草、退耕還林の実施によ

る草原と山地の移住者、及び水利、ダムの建設

による生態移民に対して、その移住、定住と生

活について、土地が失うことに対する補償と移

住・定住補償費用のほか、短期的、もしくは期

限不明な「補償政策」だけではなく、移住後の

発展に対する支援は長期的、安定的、透明的な

政策が必要である。

� 水利工程生態保護の投入・運用補償制度

を完備させる。政府の公益（財政）投入、財政

補填（税収返還）などの政策は、財務手段で「公

益」投資あるいは運用コストと損失を補填し、

生態保護に対する投入を確保する。

� 水利工程の経済効果と公益効果に対する

評価制度を重視する。工程の経済効果指標と社

会公益効果指標を確定させることは、計画に対

する指導のほか、実行可能な評価システムの建

設と成果評価にも役立つ。

� 流域生態、安全、経済調達統一制度を構

築する。供水、水運、生態環境を統合し、「社

会公益」と「製品多様化」機能を保障する。洪

水災害と水質汚染を防止するとともに、断流、

欠航を防ぎ、安全かつ効率的に水資源を利用す

る。

� 水資源製品利益と税費の配分制度を明確

させる。中央政府と地方政府との間、上流と下

流との間に、投資収益、税収と資源費など利益

の合理的な配分を形成させ、関連する循環産業

に対する支援政策を盛り込み、現地と関連地域

の損失と利益を均衡させる。
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�．結論と展望

上述した分析を通して、水資源保全は中国経

済建設と社会の持続可能な発展の前提と保障で

あることが分かる。自然災害から深刻な脅威を

受けている今日において、効率的な対策を取り、

限りある水資源を保護することが非常に重要で

困難な課題である。この課題を解決するには社

会各分野の努力と協力が必要である。人間と自

然の関係、政府、企業と大衆間の利益衝突をう

まく調整するほか、水資源保全に対する奨励・

処罰制度を完備させることも不可欠である。今

後は水資源保全関連措置を検討する必要があ

る。例えば、定性と定量が結合する角度から相

応する政策を策定し、水資源保全計画における

水機能区域の範囲、保護基準、汚染物排出区域

の範囲、汚染物排出許可量などに対して、科学

的かつ合理的な定量データを定め、これを定量

分析・研究の根拠にすることが大事であろう。
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